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【为要事業の概要】
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※常勤役員は、１名のため個人情報保護の観点から、非公表。

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山梨県住宅供給公社
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191,543

双葉・響が丘等の分譲資産の販売

677,111

年度

賃貸管理事業 山宮南団地（賃貸住宅）、双葉・響が
丘（利便施設用賃貸資産）の管理 198,982 195,613

722,110 702,019

その他 団体（者） 千円 0.0 ％

H２１年度 H２２年度 H２３年度
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資本金（基本財産） 10,000 千円 設 立 年 月 日 昭和43年2月1日

出資比率
1 山梨県 10,000 千円 100.0
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【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名

設 立
目 的
経 緯
概況等

所 管 部 （ 局 ） 課

所 在 地

内容
事業費（単位：千円）

千円

千円

県土整備部建築住宅課丹澤　博

http://www.yamanashi-jyutakukosha.or.jp

出資者名

甲府市丸の内１丁目１４－１３ 電 話 番 号 ０５５－２３７－１６４７

E-mail ア ド レ ス

・住宅を必要とする勤労者等に、居住環境の良好な分譲住宅及び宅地を供給し、県民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与するこ
とを目的とする。
・H24年3月31日現在、分譲住宅を中心に県下12市町村46団地3,655戸（内636区画宅地分譲）の販売を行った。平成２２年度をもって
分譲事業を終了した。
・県営住宅94団地7,686戸を管理代行者等（第二次）として管理するとともに、一般賃貸住宅152戸のほか特定優良賃貸住宅及び高
齢者向け優良賃貸住宅の指定管理（232戸）を受託している。

常
勤

職
員

47
5,711

平均年齢

常
勤

役
員

※
※

为 な
出資者

出資順位

4

出資額
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为な事業名

1取締役（理事）（常勤）

分譲事業

その他の事業 県営住宅管理代行、特優賃・高優賃
住宅の管理受託のほか、町村等の管
理受託

株式会社用

http://www.yamanashi-jyutakukosha.or.jp/


【経営の状況】 （単位：千円）
２１年度 ２２年度 ２３年度 増減（23－22）

560,050 548,224 533,321 △ 14,903
983,440 492,480 335,333 △ 157,147
241,244 240,000 240,115 115

8,892 7,023 6,976 △ 47
18 44,494 7,003 △ 37,491

1,793,644 1,332,221 1,122,748 △ 209,473
142,358 135,889 121,070 △ 14,819

1,417,830 984,104 709,083 △ 275,021
1,560,188 1,119,993 830,153 △ 289,840
233,456 212,228 292,594 80,366

689 6,636 6,636
25,662 25,662

0
234,145 212,228 273,569 61,341

△ 4,374,177 △ 4,128,812 △ 3,916,584 212,228
245,364 212,228 273,569 61,341

△ 4,128,812 △ 3,916,584 △ 3,643,016 273,568

２１年度 ２２年度 ２３年度 増減（23－22）
521,561 426,652 392,812 △ 33,840

7,925,494 7,775,902 7,626,926 △ 148,976
8,447,055 8,202,554 8,019,738 △ 182,816
1,688,166 237,745 184,756 △ 52,989
1,479,910 39,130 51,391 12,261

10,877,700 11,871,392 11,467,997 △ 403,395
10,137,357 11,234,227 10,915,122 △ 319,105
12,565,866 12,109,137 11,652,754 △ 456,383

10,000 10,000 10,000 0
0

△ 4,128,812 △ 3,916,584 △ 3,643,016 273,568
△ 4,118,812 △ 3,906,584 △ 3,633,016 273,568

（単位：千円）
２１年度 ２２年度 ２３年度 増減（23－22）

2,982 2,580 2,303 △ 277
人件費（派遣法）補助金 0
人件費（派遣法以外）補助金 0
人件費以外の補助金 0

0 0 0 0
241,244 240,000 240,115 115
241,244 240,000 240,115 115

人件費（派遣法）委託金 0
人件費（派遣法以外）委託金 102,446 109,103 101,757 △ 7,346
人件費以外の委託金 476,748 458,526 453,666 △ 4,860

委託金　計 579,194 567,629 555,423 △ 12,206
823,420 810,209 797,841 △ 12,368

45.9 60.8 71 10
3,917 2,788 2,788 0

11,364,574 11,047,257 10,765,877 △ 281,380

【県の財政的関与の内容・目的・金額】

債務負担行為
住宅供給公社の事業資金借入に対する損失補償契約を行うための債務負担行為

補助金
（事業費）

分譲事業において発生した損失額の補填に係る補助金

委託金
県営住宅管理代行事業等に係る委託料等

項目 内容・目的・金額

補助金
（運営費）

負担金

県
の
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状
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運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高
県債務負担実際残高

負担金
項　　　　　目

利益剰余金
資本　計

収
支
状
況

資本剰余金

財
務
状
況

固定負債
うち長期借入金

負債　計

固定資産

資本金

資産　計
流動負債

うち短期借入金

当期損益
前期繰越利益（損失）

項　　　　　目
流動資産

当期末処分利益（損失）
次期繰越利益（損失）

法人税等

人件費

経常支出（費用）　計

特別損失（経常外支出）

項　　　　　目
受託事業収入
自为事業収入
補助金収入
運用益収入
その他の経常収入

経常収入　計

その他の経常支出（費用）

経常損益
特別利益（経常外収入）



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 4 16 12 75.0%

計画性 5 20 20 100.0%

組織運営の
適正性 4 16 15 93.8%

財務状況 12 48 31 64.6%

効率性 7 28 18 64.3%

合計 32 128 96 75.0%

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

対応策

借入金依存率

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点

自己資本比率

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視
点

出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

【警戒指標】

「改革プラン」に基づき、平成２５年度までの事業利益の確保と有利子負債の削減に努める。県営
住宅等管理事業を中心とした経営に移行し、更なる経営健全化に取り組む。

分譲事業が終了となっていることから、今後は、県営住宅等管理事業を中心に賃貸施設等管理事
業及びその他の事業を適切に実施し、効率的な組織体制のもと着実な収益を上げる。

借入金返済能力

・有利子負債の削減のため、賃貸管理事業における利益の確保を行う。
・一元化された、地域整備公社の一員として、人事交流などを積極活用する。
・県民福祉向上の観点から、県営住宅等管理事業のサービス向上に努める。

「改革プラン」に基づく適正な人員配置を引き続き行うこととし、プロパー職員の補充は行わず、再
雇用・地域整備公社内の職員の再配置で組織運営を行う。

山梨県からの単年度無利子借入金、分譲事業支援補助金などにより、当期損益は、6期連続黒字を計上して
いるが、今後も更に効率的な運営に取り組み有利子負債の削減や、繰越欠損金の圧縮を図っていく。

人件費の削減（職員給与５％、管理職手当５０％カット）の継続や、地域整備公社内の人事交流な
どにより、人件費を含む事務経費の更なる縮減に取り組む。

「改革プラン」に基づく経営を行い、着実な収益を確保するとともに県民の福祉向上に努める。
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】

住宅を必要とする勤労者に対して、居住環境の良好な宅地等を供給し、もって住民の生活の安定と社会福祉の増進に
寄与してるため、適合している。なお、分譲事業については、平成２２年度に、残存していた分譲資産が完売となり、分譲
事業は終了した。今後は、県営住宅管理事業や賃貸管理事業を中心とした経営に移行し、県民福祉の向上を目指すこ
ととしている。
平成２１年度までは、平成１７年３月に策定された経営計画に基づき、各事業の計画的な実施、組織体制の見直しや人
件費の縮減等、経営健全化に向けた取組を進めてきた。また、平成２２年度１０月に「改革プラン」を策定し、各事業を適
切に実施するとともに、経費の節減や人件費の縮減、収益の向上等を図り、有利子負債の確実な圧縮等に努めるなど
し、更なる経営の健全化に取り組むこととしている。

平成２０年度に地域整備公社が発足したことに伴い、共通役員制を導入するとともに、今後は、退職するプロパー職員
の補充方法の一つとして公社内の人員配置に取り組むこととしている。また、平成２０年度末に分譲部門を廃止したこと
により、職員を削減するとともに、再配置等を行った。これらの結果、現在は事業規模に見合った組織体制となっている
と考えるが、今後、更なる組織運営の適正性に向け努力する必要がある。

分譲資産の計画的な売却や賃貸管理事業等の適切な執行などにより、経常利益が６期連続して黒字になるとともに、借
入金年度末残高が３億６百万円余り減少した。今後も、県からの単年度無利子貸付や分譲事業支援補助金等により、
借入金の償還や繰越欠損金の縮減を図り、更に効率的な運営に取り組む必要がある。

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

人件費縮減のための職員給与５％カット、管理職手当５０％カットや人員削減を実施するとともに、一般管理費を削減す
るなど、経営努力が行われている。今後も、「改革プラン」の確実な実施に向け、職員一丸となり取り組む必要がある。

分譲事業については、経営計画に基づき計画的に分譲資産を売却した結果、平成２２年度、残存していた分譲地が完
売となった。また、要員計画や人件費の縮減方策も確実に実施されるなど、公社の経営は概ね適正に運営されている。
当面の課題は、借入金に係る多額の償還金やその支払利息の存在が大きな課題となっている。今後は、平成２２年度
に策定した「改革プラン」に基づき、各事業を適切に実施することにより着実に収益を上げ、更に経営健全化に向けた取
組を進める必要がある。

    目的適合性    　計画性  　 　組織運営の適正性   　　財務状況   　　効率性　　　　　　
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・ バブル期に計画され造成した分譲住宅事業資産の市場価格が大幅に下落したことにより、多額
の事業損失が発生し、平成２３年度末時点で、約３６億円の債務超過に陥っている。
・ 借入金の償還を着実に進めており、平成23年度決算についても2．7億円の黒字となり、経営評
価の各指標も改善しているが、黒字の要因は、県の損失補填補助金による部分が大きい。
・今後も、平成２２年１０月に策定された「山梨県住宅供給公社改革プラン」に基づき賃貸管理事
業などによる事業収益を確保し、借入金の圧縮に努めていく必要がある。

山梨県出資法人経営検討委員会の提言を受け、平成２２年１０月６日に県が策定した「山梨県住宅供給公社改
革プラン」で定めた、効率的組織体制、要員計画の下での県営住宅等管理事業を中心とした経営を適切に実施
し、着実に利益を確保することにより、繰越欠損金を圧縮するとともに、平成２１年度末１１６億円余であった借入
金を平成２５年度末に１０４億円とすべく努める。
また、山宮南団地の未収金の回収のため、回収チームを編成し未収金解消に取り組んでいくとともに、「改革プ
ラン」で定めた他の事項についても、その対応策を検討し、達成に努める。

総 合 的 所 見

※ ラ ン ク 下
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Ｂ
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